
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 307 準用河川維持事業
政策 快適で暮らしやすいまち

この事務事業
施策 生活の基盤が整ったまちをつくろう

の位置
基本事業 河川

主管課名 道路河川課 課長名 久野　恭司
この事務事業の開始時期 準用河川の認定以降 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 河川法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

河川堤防における草刈や川底の浚渫を定期的に行い適 河川災害を未然に防止し、河川美化を図る。
正な河川管理を行う。
「ＳＤＧｓの取り組み：９，１１，１２」

①草刈委託設計書作成　②委託業務発注　③打合せ　④業務内容確認及び検査　⑤
R2年度に実施した具体的な 支払い事務　⑥浚渫土量算出　⑦設計書作成　⑧工事発注　⑨業務内容確認及び検
事業の方法、手順、指標に対す 査　⑩支払い事務
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

現在事業途中のため現状のまま継続して実施 名称 単位
① 草刈面積 ㎡

変 

令

化
② 浚渫量 ㎥

内 容

対

和

象(この事業の対象、

 

範囲となる人、物) (

3

2)対象指標（対象の

年

大きさを表す指標）

準

度

用河川の本数 名称 単位

（

① 管理する河川の本数

2

河川
②

目的(この事業

年

によって上記対象をど

度

のような状態にしたい

実

のか) (3)成果指標

施

（目的の達成度を示す

分

指標）

①除草により生

）

活環境を向上させる 名

事

称 単位
②犯罪予防をす

務

る ① 草刈面積 ㎡
③景観

事

を向上させる ②

結果(

業

上位基本事業の意図)

目

(4)結果の成果指標

的

（上位基本事業の成果

評

指標）

多自然型により

価

河川整備を行う 名称 単

表

位
① 準用河川の整備延

様

長 ｍ
②

事務事業の各種

式

指標の実績と見込及び

1

目標

H31年度 R2年

-

度 R2年度 R3年度 R

1

4年度 R5年度 R6年

記

度
指標 ＼ 年度 単位

入

実績値 計画値 実績値 計

日

画値 目標値 目標値 目標

令

値
(1)の ① ㎡ 151

和

,881 150,00

0

0 147,317 15

3

0,000 150,0

年

00 150,000 1

1

50,000
活動指標

2

② ㎥ 112.6 30 1

月

,558 30 30 30

0

30
(2)の ① 河川 8

8

8 8 8 8 8 8
対象指標

日

②
(3)の ① ㎡ 151

１

,881 145,00

事

0 147,317 15

務

0,000 150,0

事

00 150,000 1

業

50,000
成果指標

の

②
(4)の結果の ① ｍ

現

5,585 5,614

状

5,596 5,636

　

5,676 5,776

Ｐ

5,876
成果指標 ②

Ｌ

予算費目 会計 01 一

Ａ

般会計 款 08 項 03 目

Ｎ

01

コスト 年度 H31

及

年度 R2年度 R2年度

び

R3年度 R4年度 R5

Ｄ

年度 R6年度
実績値 計

Ｏ

画値 実績値 計画値 目標

事

値 目標値 目標値
事業費

務

(決算又は予算額)Ａ

事

単位 21,780 51

業

,951 78,205

名

71,717 72,7

N

67 32,317 33

o

,457

財
源
内
訳

 国

.

庫支出金 千円 0 0 0 0

3

0 0 0
 県支出金 千円

0

0 0 0 0 0 0 0
 地方

7

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

準

 その他 千円 0 0 0 0

用

0 0 0
 一般財源 千円

河

21,780 51,9

川

51 78,205 71

維

,717 72,767

持

32,317 33,4

事

57
人件費Ｂ 千円 11

業

,400 11,400

政

11,400 12,0

策

18 12,018 12

こ

,018 12,018

の

正職員従事時間×人数

事

時間×人 250× 10

務

250× 10 250×

事

10 255× 10 25

業

5× 10 255× 10

施

255× 10
正職員以

策

外の人件費 千円 3,1

の

00 3,100 3,1

位

00 3,552 3,5

置

52 3,552 3,5

基

52
その他の費用Ｃ 千

本

円 410 410 404

事

404 404 404 4

業

04
トータルコストA

主

+B+C 千円 33,5

管

90 63,761 90

課

,009 84,139

名

85,189 44,7

課

39 45,879
単位

長

あたりコスト ① 千円/

名

河川 4,198.8 7

こ

,970.1 11,2

の

51.1 10,517

事

.4 10,648.6

務

5,592.4 5,7

事

34.9
（ﾄｰﾀﾙｺ

業

ｽﾄ/(2)の対象指

の

標）② 千円/ 0 0 0 0

開

0 0 0

1

始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

の理由
的の追加・拡充

業

又は絞込）

必要はあり

名

ませんか？ ■ ない

有
効

N

性

河川管理区域の増減

o

は無いが必要な場所の

.

草刈を増やすことで成

3

果の向上が見
今以上に

0

事業の成果を向上
込ま

7

れる
させる方法を記入

準

して下さ

い。 内　容
※

用

(3)の成果指標を向

河

上させる

　ことはでき

川

ますか？

委託業務、工

維

事完了により目的が達

持

成されている
目的達成

事

状況 内　容

□民間への

業

一部委託 ■民間への全

２

部委託
市関与の必要性

評

□指定管理 □補助金・

価

負担金助成 □市の直営

　

内　容
　（実施手法）

Ｃ

河川草刈、修繕工事は

Ｈ

民間業者の関与が必要

Ｅ

である

効
率
性

他に統廃

Ｃ

合する事業がない
事務

Ｋ

事業の統廃合により、

目

事業の効率化を図り、

的

成果
内　容

を向上させ

妥

る方法を記入し

て下さ

当

い。

河川区域の変更が

性

できないため困難
現状

こ

より事業費・人件費を

の

削減する方法を記入し

事

て下

さい。（仕様の変

業

更、外部 内　容
委託、

の

従事時間の削減等は

で

必

きないか？)

公
平
性

直

要

接的な受益者がいない

性

□ ある □ 現状で適正
受

は

益者負担はありますか

薄

？

また、受益者負担割

れ

合は適 □ ない □ 検討が

て

必要 内　容
正ですか？

得

■ 受益者がいない

３
改

ら

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

れ

Ｎ

土砂や草等の堆積物

て

の除去が必要で 定期的

い

な浚渫や草刈を行う。

る

事業実施上の課題、住

い

ある。
民・議会等から

ま

の意見 意　見  対応策

せ

と対応策

河川草刈、緊

ん

急修繕、緊急浚渫、河

か

河川修繕工事（大曲川

。

）
R3年度の事業計画

十

は前 変　更
川浚渫・伐

分

採工事
年度から変更・

な

追加は 前年度 ・
あるか

成

追　加

今後の事業・コ

果

スト・成果の方向性 今

が

後の事業の方向性、改

理

革・改善案
※今年度か

　

らの具体的な事業の進

由

め方、手段の見直し等

得

、各方向性の内容

　　

ら

　　　　　　　□　拡

れ

大 地域住民による河川

て

愛護ボランティアが望

い

まれる。
　　　　　　

ま

　　　□　改善
　　　

す

　　　　　　■　現状

か

維持
　　　　　　　　

？

　□　縮小
　　　　　

得

　　　　□　統合
　　

ら

　　　　　　　□　完

れ

了
　　　　　　　　　

て

□　廃止・休止
コスト

い

の方向性
　　　　　　

な

　　　→　維持
成果の

い

方向性
　　　　　　　

事

　　→　維持

2

業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 307 準用河川維持事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

十分な成果は得られているが河川堆積土が増加しているため
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

、浚渫が必要である
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

河川の増減はないため
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象

様

を見直す（拡
その理由

式

大・縮小）必要はあり

1

ませ
■ ない

んか？

河川

-

管理区域の変更がない

2

ため
事業進展等による

事

環境変化 □ ある
に伴い

務

、目的を見直す（目
そ



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 308 準用河川改修事業
政策 快適で暮らしやすいまち

この事務事業
施策 生活の基盤が整ったまちをつくろう

の位置
基本事業 河川

主管課名 道路河川課 課長名 久野　恭司
この事務事業の開始時期 昭和５８年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 河川法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

河川改修事業 市内の準用河川で狭小な河川断面により、大雨によっ
　準用河川砂後川 て被害を受ける未改修区間を早期に改修することによ
　準用河川茶屋川 り、河川災害を未然に防ぐ。
事務費
　旅費、需用費
「ＳＤＧｓの取り組み：９，１１，１２」

①工事発注
R2年度に実施した具体的な ②現場監督
事業の方法、手順、指標に対す ③完了検査
る成果等 ④支払い業務

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

国庫補助金や県費補助金が削減されてきているため、変化 名称 単位
している。 ① 改修延長 ｍ

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象

令

、範囲となる人、物)

和

(2)対象指標（対象

 

の大きさを表す指標）

3

準用河川 名称 単位
① 河

年

川改修計画延長 ｍ
②

目

度

的(この事業によって

（

上記対象をどのような

2

状態にしたいのか) (

年

3)成果指標（目的の

度

達成度を示す指標）

地

実

域環境と調和のとれた

施

河川にする 名称 単位
①

分

河川改修済み延長 ｍ
②

）

結果(上位基本事業の

事

意図) (4)結果の成

務

果指標（上位基本事業

事

の成果指標）

多自然型

業

により河川整備を行う

目

名称 単位
① 準用河川の

的

整備延長 ｍ
②

事務事業

評

の各種指標の実績と見

価

込及び目標

H31年度

表

R2年度 R2年度 R3

様

年度 R4年度 R5年度

式

R6年度
指標 ＼ 年

1

度 単位
実績値 計画値 実

-

績値 計画値 目標値 目標

1

値 目標値
(1)の ① ｍ

記

60 29 15 40 40

入

100 100
活動指標

日

②
(2)の ① ｍ 4,1

令

55 4,155 4,1

和

55 4,155 4,1

0

55 4,155 4,1

3

55
対象指標 ②
(3)

年

の ① ｍ 3,435 3,

1

464 3,446 3,

2

486 3,526 3,

月

626 3,726
成果

0

指標 ②
(4)の結果の

8

① ｍ 5,585 5,6

日

14 5,596 5,6

１

36 5,676 5,7

事

76 5,876
成果指

務

標 ②
予算費目 会計 01

事

 一般会計 款 08 項 0

業

3 目 01

コスト 年度 H

の

31年度 R2年度 R2

現

年度 R3年度 R4年度

状

R5年度 R6年度
実績

　

値 計画値 実績値 計画値

Ｐ

目標値 目標値 目標値
事

Ｌ

業費(決算又は予算額

Ａ

)Ａ 単位 238,57

Ｎ

5 134,841 12

及

6,902 145,6

び

61 33,341 70

Ｄ

,341 90,341

Ｏ

財
源
内
訳

 国庫支出金

事

千円 5,295 0 0 0

務

0 0 0
 県支出金 千円

事

23,000 30,0

業

00 25,058 30

名

,000 11,000

N

19,000 24,0

o

00
 地方債 千円 10

.

4,600 86,40

3

0 86,400 81,

0

000 19,800 3

8

4,200 59,40

準

0
 その他 千円 40,

用

499 0 0 0 0 0 0
 

河

一般財源 千円 65,1

川

81 18,441 15

改

,444 34,661

修

2,541 17,14

事

1 6,941
人件費Ｂ

業

千円 3,904.3 3

政

,154 3,904.

策

3 3,904.3 3,

こ

904.3 3,904

の

.3 3,904.3
正

事

職員従事時間×人数 時

務

間×人 196× 6 19

事

0× 5 196× 6 19

業

6× 6 196× 6 19

施

6× 6 196× 6
正職

策

員以外の人件費 千円 0

の

0 0 0 0 0 0
その他の

位

費用Ｃ 千円 814 81

置

0 707 707 707

基

707 707
トータル

本

コストA+B+C 千円

事

243,293.3 1

業

38,805 131,

主

513.3 150,2

管

72.3 37,952

課

.3 74,952.3

名

94,952.3
単位

課

あたりコスト ① 千円/

長

ｍ 58.6 33.4 3

名

1.7 36.2 9.1

こ

18 22.9
（ﾄｰﾀ

の

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

事

象指標）② 千円/ 0 0

務

0 0 0 0 0

1

事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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様式1-2

事務事業名 No. 308 準用河川改修事業
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Ｈ
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Ｃ
Ｋ
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河川による災害から住民を守るのは河川管理者の責務であり
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

、改修することでより安全な河川施設となるため十分な成果
いませんか。十分な成果が 理　由

が得られている。
得られていますか？ □ 得られていない

１／５年確

様

率の降雨に対応した河

式

川にするための改修計

1

画であり、環
事業進展

-

等による環境変化
□ あ

2

る 境変化に左右されな

事

い事業である。
に伴い

務

、対象を見直す（拡
そ


